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中野市行政改革大綱策定にあたって 

 
 
 旧中野市と旧豊田村が合併し、新しい中野市が誕生して１年余りが経過いた

しました。 
 この合併の選択にあたっては、近年の様々な社会情勢の急速な変化に対応す

るためには、２市村の合併が、最も有効な行政改革のひとつであるとの考えが

ありました。そして、中野市は、更なる行政改革を推進するべく、地域主権時

代にふさわしい自治体のあり方、多様化する行政課題に対し、迅速かつ的確に

対応する行政運営を推進するため、中野市行政改革大綱を策定いたしました。 
 中野市行政改革大綱の策定にあたっては、市民の代表１３名の有識者により

構成される中野市行政改革推進委員会において、慎重審議を重ねていただきま

した。 
 また、職員から構成する、中野市行政改革推進本部においても、行政の抱え

る課題や改善を要する事項を職員自ら明確にし、全庁的に職員が一丸となって

検討してまいりました。 
 これより、市は、策定された中野市行政改革大綱に基づき、事務事業の見直

し等を進め、将来にわたり継続して市民サービスを提供できるようスリムで強

固な行政運営体制を構築するとともに、行政と住民が手を携えて自立した足腰

の強い中野市をつくってまいります。 
 結びに、市では中野市行政改革大綱及び実行計画を着実に実行してまいりま

すので、関係機関をはじめ、市民の皆様方におかれましては、一層の御理解と

御協力を賜りますようお願い申しあげます。 
 
 
     平成１８年５月 
 
                 中 野 市 長  青 木  一 
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Ⅰ はじめに 

行政改革大綱策定（見直し）の背景 

 本市は、少子高齢化、人口減少社会の到来、経済低迷等の社会情勢の中、将来にわ

たり不断に市民サービスを提供できる基礎自治体を目指して平成 17 年４月、旧中野市

と旧豊田村が合併し、新市「中野市」として発足しました。 
行政改革への取り組みについては、旧市村において継続的に行われてきましたが、近

年の社会経済情勢の急速、かつ大きな変化に対応するため、行政改革の有力な手段であ

る合併を選択しました。 
合併のまちづくり計画（新市建設計画）では、市民と行政の協働により恵まれた自然

環境と景観を大切にし、先人の伝統文化を受け継ぎ、郷土の誇りを大切にする心を育て、

文化･歴史･芸術の香り高いまちづくりを進めること、そして地域の活性化と福祉の向上

など元気の出るまちづくりを実現するため、めざす都市像を「緑豊かなふるさと 文化

が香る元気なまち」と設定しました。 
合併は行政改革の大きな一歩でありますが、厳しさを増す財政状況、地方の自己責任

の進展、行政課題の多様化の中では、合併後も留まることなく行政改革と財政改革を進

めなければなりません。 
特に、地方交付税の合併算定替え、合併補助金、合併特例債などの合併による財政措

置が続く今後１０年間において、行政組織のスリム化、歳入歳出構造の改善など、筋肉

質の行政運営体制を構築する必要があります。 
 
 

行政改革の経過 

 本市の行政改革への本格的な取り組みは、旧中野市においては、昭和 60 年度に「中

野市行政改革大綱」を策定し、簡素で効率的な市政を実現するため事務事業の効率化、

迅速化及び組織機構の簡素合理化に努めてきました。 
その後、平成７年には地方分権推進法が成立し、平成８年度に国の地方分権推進委

員会の第２次勧告を受け、改めて大綱を策定しました。平成１0 年度には、前大綱を前

提にしつつ、国が示した新しい方針に沿って基本方針及び具体的施策を「行政改革大

綱―改訂版―」として、そして平成 15 年度には、更なる地方分権時代への対応を目指

して「第３次中野市行政改革大綱」を策定し、改革を進めてきました。 
また、旧豊田村においては、旧中野市と同様に平成８年度に「行政改革大綱」を、

平成 10 年度には国の新しい方針に基づき行政改革大綱の見直しを行い、合併を迎えま

した。 
2 市村の合併の協議では、当面旧中野市の「第３次中野市行政改革大綱」を準用し、

合併後速やかに、新市の行政改革大綱を策定することとしておりました。このため、

平成 17 年 9 月、中野市行政改革推進委員会を設置し、見直しを進め、この度この大綱

を策定したものであります。 
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Ⅱ 基本理念 
「国から地方へ」の理念のもと、地方分権が進みつつあります。税財源については、

地方税財政制度改革により見直しが行われ、今、地方自治体は｢自立すること｣が求め

られる時代となっています。 
また国・地方を通じ、財政は厳しさを増しています。 
このような背景の中で、市民ニーズを的確に把握しつつ、市民の理解と協力のもと

に行政改革を推進し、市民、地域等が行政とともに地域の経営に責任をもって関わる、

地域主権時代に対応できる自治体を目指します。 
 

Ⅲ 計画期間 
計画の期間は、平成 17 年度を基準年度として、目標年度を平成 21 年度とします。 
なお、今後の社会情勢の変化等により、必要な場合は見直しを行います。 

 

Ⅳ 基本項目 
基本理念のもと、次の三つの基本項目に沿って行政改革に取り組みます。 

 
A 地域主権時代に対応した体制づくりを進めます 

平成 1２年４月に施行された、いわゆる『地方分権一括法』は、明治以来形

成されてきた中央集権型行政システムを地方分権型行政システムへと転換す

るものであります。 
   本市においては、国と地方自治体の役割を明確にし、地域経営に市民等の参

加の拡充を図りながら、「自らのことは、自ら決定し・行動し・責任を持つ」

行政運営の地域主権時代に対応した、体制づくりを進めます。 
 
B 地域主権時代に対応した職員づくりを進めます 

地域主権は、執行体制の改革だけで実現するものではありません。そこで働

く職員自身も変化していくことが求められています。 
   本市においては、従来の国・県の指示や横並び意識から、自らの地域を自ら

の力で経営することのできる地域主権時代に対応した、職員づくりを進めます。 
 
C 地域主権時代に対応した計画的で効率的な財政運営を進めます 

地方財政は、国の構造改革の推進、経済環境の変化など厳しさが増す中で、

基礎的な財政収支の改善が求められています。 
本市においては、財源の確保及びコスト抑制を図る一方、長期的な視点に立

ち、必要性、効率性、有効性を考慮した中で、必要な施策に重点的な財源措置

を行い、地域主権時代に対応した、計画的で効率的な財政運営を進めます。 
   また、次世代への過度な負担をかけないようにするため、健全な財政運営に

努めます。 
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Ⅴ 大綱の体系 
A 地域主権時代に対応した体制づくりを進めます 

１ 市民参加の拡充          
 
 
 

２ 市民との協働（ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）の推進   
 

 
 

３ 公平・透明で活力ある効率的な組織 
  機構の構築            

 
 
 

 
B 地域主権時代に対応した職員づくりを進めます 
   １ 職員教育の推進         

  
 
２ 親切・迅速な市民サービスの向上   

 
３ 政策形成能力の向上         

  
４ 能力を引き出す人事管理        

  
                      
C 地域主権時代に対応した計画的で効率的な財政運営を進めます 

１ 自主財源の積極的な確保を図ります  
 
 

 ２ 必要性、効率性、有効性を考えた   
歳出を行います                   

  
 
  

３ コストの縮減            
   
 

 ４ 次世代への負担軽減に努めます    
                      

―３－ 

(1) 情報公開・提供の充実 
(2) 市民へのわかりやすい説明 
(3) 市民意見提出手続(ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ)制度の推進 
(4) 女性の登用と開かれた会議 

(1) ＮＰＯ法人やボランティア団体等との 
連携強化と支援 

(2) 地域力発揮と良好なコミュニティーの維持形成 
(3) 市民と行政との役割分担の見直し 
 (1) 自立のための組織・機構の見直し 
(2) 公共施設等の統合整備 
(3) 審議会及び各種制度等の見直し 
(4) 電子自治体の推進 
(5) 外郭団体等の見直し 
(6) 広域行政の推進 

(1) 基礎教育の充実 
(2) 職場内研修の積極的な取り組み 
(3) コスト意識の導入 

(1) サービス業としての意識改革 
(2) 窓口サービスの向上 

  (1) 専門研修の充実 
(2) 人事交流の充実 

  

(1) 市税等の収納率の向上 
(2) 使用料、手数料等の見直し 
(3) 遊休資産の売却等 
 

(1) 人事制度の見直し 
(2) 給与制度の見直し 
(3) 定員管理の見直し 
 

(1) 事務事業の見直し 
(2) 人件費の削減 
(3) 補助金・負担金の見直し 
(4) 既存施設等の見直し 
(5) 民間活力の活用 
(1) 施設整備に係るコスト比較 
(2) 企業経営意識の導入 
(3) 公平・公正・透明な入札の推進 
(1) 市債発行の抑制・市債残高の縮小 
(2) 基金の適正運用 



Ⅵ 行政改革の取り組み 

A 地域主権時代に対応した体制づくりを進めます 

地域主権時代の行政は、公共的サービスを担う主体の多様化に対応し、市民や

コミュニティ組織、団体等と協働する、市民との協働（パートナーシップ）の市

政への改革が求められています。 
協働の市政運営には、個人情報の保護に配慮しつつ、市民に分り易く情報提供

し、説明責任を果たすことが必要です。 
また、地域主権時代にふさわしい、行政組織・機構の構築が求められています。 

１ 市民参加の拡充 

   地域主権時代に対応するため、更なる市民参加の拡充が求められています。 
 
（１）情報公開・提供の充実 

真の住民自治を実現していくため、情報公開を一層推進します。 
ただし、情報の公開にあたっては、個人情報保護には十分配慮します。 

（２）市民へのわかりやすい説明 
市政の内容を広報誌・有線放送電話・ケーブルテレビやインターネットな

どを通じ情報提供していますが、グラフや絵柄を取り入れたり、言葉づかい

を工夫して、その内容をよりわかりやすいものにします。 
   （３）市民意見提出手続（パブリックコメント）制度の推進 
            市の重要な政策や計画を策定する場合に、より広く市民の意見を伺い、

市民参画の機会を拡大し、公平性を確保するため、市民意見提出手続制度

を推進します。 
（４）女性の登用と開かれた会議 

全ての市民がお互いの生き方を尊重し、個性豊かに生きることができる社

会とするため、各種審議会等への女性の登用を一層推進します。 
 また、公募委員枠を設けるなど、市民の誰もが自由に発言できる機会がも

てるよう、開かれた会議づくりを進めます。 
 

２ 市民との協働（パートナーシップ）の推進  

地域主権時代に対応するため、市民と行政が共に自治を担う主体として自立

し、双方の持てる力を出し合って安心して暮らせる地域を創っていく必要があ

ります。 
（１）公共的サービスを担う団体等との連携強化と支援 

公共的サービスを担う団体等と行政は、対等の立場で連携しその活動を

支援しながら、地域の福祉の向上や地域活性化を図ります。 
・ 中野市社会福祉協議会 
・ ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）やボランティア団体等の市民によ

る自発的な活動団体 
―４－ 



（２）地域力の発揮と良好なコミュニティーの維持形成 
      高齢者の生活や子供の育ちを支え、地域の基盤や伝統文化を維持する、

区を中心とした地域等のコミュニティー活動を支援し、地域力の更なる発

揮と良好なコミュニティーの維持形成を図ります。 
（３）市民と行政との役割の見直し 

     公共的サービスについて、市民と行政との役割を「自助・共助・公助」の

観点から見直して担い手の多元化を進めます。 
行政は、行政が担うべきサービスと市民と協働するサービスを、重点的に

行います。 
 

３ 公平・透明で活力ある効率的な組織・機構の構築 

地域主権時代に対応するため、自ら考え、自ら行動するための組織・機構を

構築することが求められています。 
 

（１）自立のための組織・機構の見直し 
  地方分権の推進により、地方公共団体の役割が増大してきています。これ

に対応した行政システムは、簡素にして効率的なものでなければなりません。 
縦割りの弊害を廃し、総合的な行政が執行できる体制に整備します。また、

必要に応じ、組織横断的なプロジェクトチームの編成を行います。 
（２）公共施設等の統合整備 

    学校、保育園等については、将来人口や地域の特性を考慮しながら、通学、

通園等の区域の見直し、施設の統廃合について検討します。 
（３）審議会及び各種制度等の見直し 

より公平・透明で効率的な行政運営を図るため、各種審議会等の整理・統

合に努めます 
各種制度や仕事のやり方を見直します。 

（４）電子自治体の推進 
  事務処理の電算化や情報通信の電子化を図るため、機器の整備が進められ

てきました。これらの機器を有効に活用し、電子申請・電子交付などによる

市民サービスの向上を図ります。 
実施にあたっては、情報セキュリティーの確保とともに個人情報保護には

充分配慮します。 
（５）外郭団体等の見直し 

  市が、人的支援や財政的支援を行っている各種団体について、スクラッ

プアンドビルドも考慮した見直しと、自立した健全経営を推進します。 
 （６）広域行政の推進 

  各種施設の重複投資を回避するとともに、事務事業の効率化・省力化を図

るため広域行政を推進します。 
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B 地域主権時代に対応した職員づくりを進めます 

 地域主権時代に対応する地方公共団体の改革は、そこに働く職員自身もその

改革に応じて変化していくことが求められています。 
 従来のように国・県の指示を仰ぐのではなく、主体的に自ら判断することが

必要となります。特に今、厳しい財政状況の中でより一層の職員の意識改革が

求められています。 
 

１ 職員教育の推進 

公務員は、全体の奉仕者であることを常に自覚していなければなりません。 
また、自ら考え・自ら行動する職員が求められています。 

（１）基礎教育の充実 
  公務員としての職務に対する姿勢や法令遵守（コンプライアンス）の徹底、

倫理観の保持及び必要な知識など、基礎的な教育を充実します。 
（２）職場内研修の積極的な取り組み 

体系的な研修を行うとともに日常の仕事を通じ、職場内において仕事の進め

方や接遇などの教育､訓練を職員が相互に協力し合い進めます。 
（３）コスト意識の導入 

     行政は、競争する相手が無いためどうしても独り善がりになりがちです。

事務事業の推進にあたっては、常にコストを意識した執行に努めます。 
 会議の運営にあたっては、常にコストを意識するとともに、会議の開催頻度

や会議時間、委員数なども必要最小限とします。 
 

２ 親切・迅速な市民サービスの向上 

市民サービスは、サービスの受け手側に立ったものでなければなりません。 
このため、市民の目線に立った行政サービスを「親切・迅速」に行うことが

求められています。 
 

（１） サービス業としての意識改革 
    公務員はサービス業との意識を常にもち、市民から好感を持たれる応対と市

民ニーズに的確に応えた迅速な行政サービスの提供に努めます。 
    なかでも「オ.ア.シ.ス.運動」（※）については、一層の徹底を図り、親切で

丁寧な応対に努めます。 
※ オアシス運動…社会生活の基本となる４つのあいさつ運動をみんな

で実践することにより、明るい世の中にしていく運動です。 
    「オ」 おはよう            「ア」 ありがとう 
    「シ」 しんせつ (しつれいします)   「ス」 すみません 

  （２）窓口サービスの向上 
    市民が行政と最初に触れ合うのは窓口です。行政全体のサービス向上を図る

のはもちろんですが、窓口サービスの向上を重点に取り組みます。 
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３ 政策形成能力の向上 

    従来は、国や県からの通達を読みこなして忠実に実践していれば足りる場合

がありましたが、地方分権に伴い通達制度は廃止されました。 
    これからは、市民ニーズを今まで以上に的確に把握する努力が必要であり、

市民ニーズに沿った施策を市民の参加を得て、企画・立案し、粘り強く実施し

ていく能力が求められています。 
 
（１）専門研修の充実 

    市民ニーズは多様化と同時に高度化しています。市民ニーズに応える能力と

自ら判断し行動する能力が求められています。 
    これらの能力を身に付けるための専門研修を充実します。 
（２）人事交流の充実 

    より高度で専門的な行政能力や、民間経営感覚を習得するため、行政間や民

間企業等との人事交流を進めます。 
 

４ 能力を引き出す人事管理 

    新たなニーズや課題に対応できる、能力と意欲に満ちた人材づくりが必要と

なっています。このため、地域主権時代にふさわしい人事制度や給与制度への

改革が求められています。 
 
（１）人事制度の見直し 

    厳しい財政状況と地域主権時代に対応した住民サービスの提供を図るため、

職員一人ひとりが、能力を発揮できるように地方公務員制度改革を見据えなが

ら人事制度を見直します。 
（２）給与制度の見直し 

    厳しい財政状況と地域主権時代に対応するため、各種手当等について業務内

容及び時代の変化を踏まえ、給与制度を見直します。 
（３） 定員管理の見直し 

厳しい財政状況と地域主権時代に対応するため、機能的な組織と連動した職員

配置により、適正な定員管理に努めます。 
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C 地域主権時代に対応した計画的で効率的な財政運営を進めます 

地方財政は、長引く景気低迷や地方交付税の改革、国庫補助負担金の廃止・縮

小、税源移譲といった三位一体の改革により大きな転換期にあります。 
   こうした変革に対応し、安定性のある行政サービスを確保するため、民間の経

営手法を取り入れる等、これまで以上のコスト削減を図る一方、自主財源の涵養

を図り、合併によるスケールメリットを有効に活用する中で、真に必要な施策へ

の重点的な財源配分を図るなど、効率的かつ効果的な財政運営が求められていま

す。また、長期的な視野での次世代へ向けた取り組みの必要があります。 
 

１ 自主財源の積極的な確保を図ります 

   市民のニーズに応えるための貴重な基礎的財源である、市税等の収納率の向

上や、使用料などの見直し、遊休資産等の売却・賃貸など、積極的な歳入確保

が求められています。 
（１）市税等の収納率の向上 
   市税、保険料や上下水道料などの収納率向上に努めます。 
（２）使用料、手数料等の見直し 

    各種の使用料や手数料について、適正な受益者負担を勘案した料金体系を検

討します。 
自主財源の涵養を図るため、新たな財源の研究を進めます。 

（３）遊休資産の売却等 
    遊休資産となっている土地、建物などについては、今後における用途を検討

し、利用の見込めない資産については、売却、賃貸等により、有効活用に努

めます。 
 

２ 必要性、効率性、有効性を考えた歳出を行います 

   厳しい財政状況から事務事業の見直しなどを行います。公益性の観点を踏まえ

つつ、歳出全体を抑制・縮小するなかで、真に必要な事業に重点的に財源措置を

行い、市民ニーズに応えた効率的な歳出を目指します。 
（１）事務事業等の見直し 

事業の必要性、効果等を客観的に判断するため、「行政評価制度」を導入しま

す。 
事務事業費削減のため、組織の統廃合、委託等を進めるとともに、コスト意識、

費用対効果など常に経営的感覚をもって財政運営します。 
（２）人件費の削減 

    給与制度、定員管理の見直しや組織の見直しにより、人件費の削減を図ります。 
（３）補助金・負担金の見直し 

    従来実施していた補助金や負担金についてもその内容を精査し、統廃合の検

討や、補助・負担率の見直し等を行います。 
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 （４）既存施設等の見直し 
    既存の施設については、経常的なコストの節約・節減を図るとともに、計画

的な修繕等を行い耐用年数を延ばし、改築をできる限り抑えます。 
    市民ニーズ、利便にあわせ、利用目的の変更や廃止を検討し、有効利用を図

ります。 
道路、公園などの公共的なスペースの維持では、住民活力の活用を図る取り

組みを推進します。 
 （５）民間活力の活用 
    公の施設の管理については、そのあり方を検討し、指定管理者制度の導入を

進めます。また、民営化やＰＦＩについて研究します。 
 

３ コストの縮減 

    施設整備については、その必要性、費用対効果、整備手法ならびに維持・管理

費用など、コストを意識した総合的な判断が求められています。 
 

 （１）施設整備に係るコスト比較等 
    合併の財政支援措置を有効に活用し、真に必要な事業に重点的に財源措置を

行います。 
施設整備は、既存施設の有効活用を優先し、新たに整備する場合には工法や

材料の選択及び完成後における維持・管理費用を総合的に比較・検討し、コス

トの縮減に努めます。 
 （２）企業経営意識の導入 

行政サービスの提供にあたっては、前例や慣例にとらわれることなく、市民

の福祉増進に配慮しつつ、企業経営的感覚を取り入れた行政運営を図ります。 
 （３）公平・公正・透明な入札の推進 

入札制度については、市内業者の健全な育成に配慮しながら、公平・公正・

透明を基本として、より競争性が発揮できるよう見直しを進めます。 
  

４ 次世代への負担軽減に努めます 

   次世代を担う子供たちの育成は、行政の重要な課題のひとつであります。その

ため、市債発行の抑制・市債残高の縮小による将来的な負担の軽減、基金の適正

運用による財産の継承を図ることが、財政運営に求められています。 
 
 （１）市債発行の抑制・市債残高の縮小 
    次世代に過度な財政的負担を強いることがないように、市債発行の抑制や、

新たに生じる公債費の制限とともに、市債残高の縮小に努めます。 
 （２）基金の充実 
    基金については、市の将来的な行財政運営に活力と希望とゆとりをもたらし、

かつ後年度負担を軽減する財源として、適正運用を図り、その財産の継承を図

ります。 
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Ⅶ 今後の推進に向けて 
 
 行政改革をより実効性のあるものとしていくためには、職員一人ひとりが基本理念

を自らのものとして共有し、行動するとともに、市民の理解と協力があって、はじめ

て達成されるものであります。 
 今後、改革を進めるために以下の取り組みを行っていきます。 
 

１ 実行計画を策定し、目標を掲げます。 

本大綱を進めるため、実行計画を策定します。実行計画は、目標の数値化や具

体的で分かりやすい指標を用い、具体的な取り組みを明示します。 
 

２ 改善・改革の進行管理 

市長を本部長とする、行政改革推進本部において、実行計画に基づいて毎年、

前年度実績を検証し、行政改革推進委員会など外部意見を取り入れながら見直し

を行います。また、その実績を市民に公表していきます。 
 

３ 基本理念の浸透のために 

全ての職員にこの大綱の基本理念が浸透するよう、毎年、目標設定（Plan）
～実行（Do）～評価（Check）～見直し（Action）の各段階に参画し、事例の

共有を行います。 
このため、相互の意見交換の場を設けていきます。 
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